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地方公共団体が,
地下水の塩素イオン濃度が急激に
上昇したのは温泉施設からの排水が
原因である旨を公表したことにつき,
国家賠償法１条１項上の
違法が認められなかった事例
平成20年９月９日那覇地裁判決
(平成18年 (ワ) 第963号損害賠償請求事件)
天 本 哲 史
＜判例研究＞
(桃山法学 第15号 ’10)362
目 次
[事実の概要]
[判旨] 原告請求棄却
１．本件公表の違法性の判断基準
２．本件公表の違法性判断
[評釈] 本判決に賛成
はじめに
１．制裁的公表の違法に起因する公権力行使責任
２．本件公表の違法性
３．本判決の妥当性と評価
キーワード：制裁的公表，情報公開，温泉，国家賠償法，名誉毀損
出典 LEX/DB (文献番号28142122)
裁判所 (http: //www.courts.go.jp /hanrei / pdf / 20081017105429.pdf)
〔事実の概要〕
本件は，宮古島市更竹地区において病院（以下,「原告病院」という｡）
を運営し，同病院内に温泉施設（以下,「本件温泉施設」という｡）を平成
15年12月ごろ開設した原告 (以下,「Ｘ」という｡) が，旧宮古島上水道企
業団（以下,「企業団」という｡）及び旧宮古広域圏事務組合（以下,「事
務組合」という｡）の権利義務を承継した宮古島市 (以下,「Ｙ」という｡)
に対し，企業団が十分な科学的根拠がないにもかかわらず，宮古島の地下
水流域の一つである白川田流域の地下水の塩素イオン濃度が急激に上昇し
たのは，本件温泉施設からの排水（以下,「温泉排水」という｡）が原因で
ある旨を公表 (以下,「本件公表」という｡) したことなどが，違法である
と主張して，国家賠償法 (以下,「国賠法」という｡) １条１項に基づき，
Ｘに生じた損害の賠償を求めた事案である。
本件温泉施設開設後，企業団は，白川田流域において過去に例がないほ
ど塩素イオン濃度が上昇しつつあると認識し，平成16年２月以降，白川田
流域内の４水源の水質について，常時水質検査を行うとともに，同流域内
の井戸についても水質検査を行うこととした。その結果を踏まえて，企業
団職員は，平成16年９月22日ごろ，原告病院を訪れ，白川田流域において
塩素イオン濃度が上昇している旨を告知した。事務組合局長らは，同年10
月14日及び15日，原告病院を再び訪れ，本件温泉施設開設後から白川田流
域において塩素イオン濃度が上昇していることを理由として，Ｘに対し，
温泉排水の地下浸透処理を自粛するように要請した。また，企業団職員も，
同月18日ごろ，Ｘに対し，温泉排水の地下浸透処理を自粛するよう口頭で
要請した。
企業団が，同年10月15日，財団法人沖縄県環境科学センター（以下,
「本件センター」という｡）に対し，白川田流域内にある水源地の塩素イ
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オン濃度の上昇の原因について可能な限り把握するとともに，今後の監視
体制・保全対策の検討のための緊急の初動的な原因究明調査を依頼し，企
業団は本件センターによる第１調査の中間報告に続く第２調査 (以下,
「本件第２調査」という｡) の報告を基にし，平成17年２月１日に本件公
表を行った。なお，本件公表事実の主たる内容は, [１〕高濃度の塩素イ
オンが検出された白川田流域内にある二つの井戸について,「温泉排水の
影響によるものと判断される｡｣, [２〕二つの井戸とも，本件温泉施設の
近隣に所在し下流に白川田などの４水源があることから,「今後の影響が
懸念される」という旨のものである。
その後，企業団の長らは，平成17年２月15日，Ｘに対し，温泉排水の地
下浸透処理を中止するよう要請 (以下,「本件要請」という｡) するととも
に，企業団は，同月22日，対策委員会を発足させ，温泉施設において排水
量の抑制などの対策を行なっているかの確認を行なうこと等を決定 (以下,
「本件各意思決定」という｡) した。
本件の主な争点は，①本件公表の違法性，②本件要請の違法性，③本件
対策委員会の本件各意思決定の違法性，の３点である。但し，以下の評釈
では，①の本件公表の違法性の争点に絞って検討を加えることにする。
[判旨〕原告請求棄却
１．本件公表の違法性の判断基準
「本件公表の違法性を検討するに当たっては，その目的の正当性，必要
性，時期及び内容の相当性に照らして検討する必要がある……｡」
２．本件公表の違法性判断
（１）公表の目的の正当性
「……本件第２調査報告書の内容や，企業団が本件公表後直ちに本件要
請及び本件各意思決定をするなど，温泉排水の地下浸透処理の中止に向け
た行動をとっていることからすれば，本件公表は，本件温泉施設の操業を
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停止させ，これにより，温泉排水をなくすことにより，白川田流域におけ
る塩素イオン濃度の上昇を防止することを目的として行われたものと推認
することができる｡」
「また，被告は，白川田流域における塩素イオン濃度の上昇に対する原
因究明のための本件第２調査の結果を公表することは企業団の責務である
と主張するところ，これによれば，本件公表の目的の一つに，本件第２調
査の結果を地域住民に公表するという情報公開としての側面があると認め
ることができる。そして，このうな
原 文 ノ マ マ
情報公開を目的とした公表も，公表に
より水道を利用する地域住民の水道の安全に対する不安を除去する側面が
あることにかんがみれば，正当なものというべきである｡」
（２）公表の必要性
「……本件公表は，白川田流域における塩素イオン濃度の上昇を防止す
るとともに，地域住民に対する情報の公開を目的として行われたものであ
るところ，その必要性について検討するに，……企業団としては，行政指
導により，本件温泉施設の操業を停止させるためには，本件公表を行い，
世論の支持を受ける必要があったというべきである……｡」
（３）公表の時期の相当性
「……地下水の塩素イオン濃度を低減させることは極めて困難であり，
浄水場での通常の浄水処理では塩素イオンを除去することはできず，塩素
イオンを除去するためには逆浸透膜処理をする必要があり，そのために高
額の設備投資を要すこと……や，上記……で説示した公表の必要性に照ら
せば，企業団としては速やかな対応が求められたというべきであるから，
本件公表の時期も相当というべきである｡」
（４）公表の内容の相当性
「……本件公表は，本件第２調査の結果に基づくものであり，同調査結
果は……本件公表事実を真実と信ずるについて相当の根拠となりうるもの
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である｡」
「以上のとおり，本件公表は，その目的，必要性，時期及び内容に照ら
し相当であり，違法ということはできない｡」
[評釈] 本判決に賛成
はじめに
本件は，企業団が温泉排水の地下浸透処理を自粛しない温泉事業者の不
利益な情報を公表することを通じて，温泉施設の操業を停止させ，これに
より温泉排水をなくし，地下水流域における塩素イオン濃度の上昇を防止
しようとしたこと，すなわち，当該行為を自粛しない原告に対する制裁と
して本件公表を行うことにより間接的に当該行為を抑止しようとしたこと
が問題となった事案である。そのため，本稿では，本件公表を「制裁を目
的とした公表」(以下,「制裁的公表」という
(１)
｡) の一つとして捉えて検討
する
(２)
。
かかる制裁的公表は，国・地方公共団体が法律 (条例) や行政指導によ
る公的規制の実効性確保など行政目的達成のために用いる手段であって，
法律 (条例) による義務の不履行や行政指導に対する不服従など行政目的
達成に反することがあった場合に，その一定の事実を公表することによっ
て，公表される者に対して経済上の不利益を含めた社会的制裁を国民・住
民一般の反応に期待する行為として行なわれている
(３)
。制裁的公表は，国民
・住民一般による社会的制裁を生起するものであることから，行政による
私人に対する事実上の侵害効果を有することとなり，公表される者の権利
・利益の保障の観点から様々な法的問題が生じ得る
(４)
。そして，本件のよう
に，制裁的公表により公表される者の名誉が違法に侵害された場合におけ
る行政主体の国賠法１条１項に基づく公権力行使責任の成否もかかる法的
問題に含まれる
(５)
。
管見によると，本判決の以前において，行政による公表に関わる裁判例
は，Ｏ157集団食中毒公表事件に関わる一連の裁判例に代表される，情報
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公開の一環たる「情報提供を目的とした公表」の違法性が問題となったも
のが中心であった
(６)
。そのため，本判決の意義は，制裁的公表が初めて訴訟
上で取り扱われたこと，加えて，その違法性の判断基準が示されたことで
ある
(７)
。
そこで，本稿は，制裁的公表による名誉毀損の違法性の判断基準などに
対する若干の考察を行った上で，本件公表の国賠法１条１項に基づく公権
力行使責任の成否について検討することを通じて，本判決の妥当性や評価
について考察することを目的とする。
１．制裁的公表の違法に起因する公権力行使責任
（１）制裁的公表は国賠法１条１項上の「公権力の行使」に該当するか
国賠法１条１項は,「国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が，
その職務を行うについて，故意又は過失によって違法に他人に損害を加え
たときは，国又は公共団体が，これを賠償する責に任ずる」と定めている。
そこで，本判決では，本件公表が国賠法１条１項上の「公権力の行使」に
該当することを所与のものとして検討しなかったものと思われるが，まず
は制裁的公表を含む行政による公表が当該「公権力の行使」たる行為に該
当するかが国賠法１条１項上の公権力行使責任の成否において問題となる。
そもそも行政による公表は，それ自体によって直接的に国民の権利義務
に影響を及ぼすものではないことから，非権力的事実行為と捉えられる行
為である。それ故に，当該行為は「公権力の行使」とは看做されないよう
にも見える。この点につき，学説・判例の立場としては，国の私経済的作
用および国賠法２条の対象を除くすべての活動を公権力の行使と観念する，
いわゆる広義説が採られる傾向にあるところ
(８)
，非権力的事実行為たる行政
による公表の作用は，国家権力の優越的な意思発動たる作用とは言い難い
とは言え，公益的な行政作用であって純然たる私経済的作用ではない。よ
って，かかる広義説に立つならば，行政による公表は「公権力の行使」た
る行為として，国賠法１条１項の適用対象と成り得るものと解される
(９)
。
以上のようなことを前提にして考えると，制裁的公表は，行政による公
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表の一つと位置付けられる行為であることから，国賠法１条１項の「公権
力の行使」に該当する行為と解され，本判決では所与のものとして検討さ
れなかったが，本件公表の違法性は国賠法１条１項に基づく公権力行使責
任の問題と成り得るものと思われる。
（２）制裁的公表の違法性の判断基準
国賠法１条１項の「違法性」について，判例によると「国又は公共団体
の公権力の行使に当たる公務員が個別の国民に対して負担する職務上の法
的義務に違背して当該国民に損害を加えたときは，国又は公共団体がこれ
を賠償する責に任ずることを規定するものである」とされ
(10)
，当該公務員の
行為が職務上の法的義務違反があったというのは，当該公務員が「職務上
通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と」当該行為を行ったよう
な場合であるとされる
(11)
。このように，行政活動に関する国賠法１条１項の
違法性を取消訴訟上の客観的法規違反と異なる注意義務違反と二元的に観
念する，いわゆる「職務行為基準説」に立って判断される場合がある
(12)
。特
に，非権力的事実行為の場合には，行政処分におけるような拠るべき明確
な客観的法規範が存在しない場合が多く，それ故に国賠法１条１項の違法
性を職務行為基準説に立って判断することに馴染みやすいものと思われる
(13)
。
これを前提にして，行政による公表という行政手法について見れば，公表
される者に対する名誉侵害の予見可能性が在り，これに対して可能な限り
損害を回避すべきと解されることから，職務上通常尽くすべき注意義務を
尽くすことなく漫然と公表し，他人の名誉を不当に侵害したかどうかによ
って当該行為の違法性が判断されるものと解される
(14)
。
そこで，如何なる場合に，行政による公表が職務上尽くすべき注意義務
を尽くすことなく他人の名誉を不当に侵害したと判断されるのか。その具
体的基準として，過去の行政による公表の違法性が問題とされた裁判例に
おいては，私人の公表行為による名誉毀損が問題となった民事上の不法行
為の判例で示された,「民事上の不法行為たる名誉毀損については，その
行為が公共の利害に関する事実に係りもつぱら公益を図る目的に出た場合
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には，摘示された事実が真実であることが証明されたときは，右行為には
違法性がなく，不法行為は成立しないものと解するのが相当であり，もし，
右事実が真実であることが証明されなくても，その行為者においてその事
実を真実と信ずるについて相当の理由があるときには，右行為には故意も
しくは過失がなく，結局，不法行為は成立しないものと解するのが相当で
ある……｡」という，いわゆる「真実性・相当性の法理」と称される免責
事由の有無による判断基準が
(15)
，用いられる傾向にあった
(16)
。そして，当該基
準によれば，行政による公表が，公共の利害に関し，公益目的で行なわれ，
かつ，公表内容に真実性ないし相当性がある場合には違法性が阻却される
こととなる。但し，公表主体が行政であるにも関わらず，名誉権と表現・
報道の自由の衝突を調整する「真実性・相当性の法理」を用いて行政によ
る公表の違法性を判断することについては，多くの批判的見解が存在する
(17)
。
この判例の後，近年においては,「情報提供を目的とした公表」による
名誉毀損の国賠法１条１項上の違法性が問題となった，近時のＯ157集団
食中毒公表事件に関わる裁判例の中には，公務員がその職務に関する事項
について表現の自由を認めることはできないことや，それが及ぼす影響の
重大性から，表現内容に十分に配慮する必要があるのはもちろん，公表の
時期・場所・方法といった事柄についても注意を払う義務があることから,
「私人による表現行為と公務員による表現行為を同一の基準で判断するこ
とは必ずしも相当とは認められない｡」とした上で,「公表が……名誉・信
用を毀損する違法なものかどうかを判断するに当たっては，公表の目的の
正当性をまず吟味すべきであるし，次に，公表内容の特質，その真実性，
公表方法・態様，公表の必要性と緊急性等を踏まえて，……公表すること
が真に必要であったかを検討しなければならない。その際，公表すること
による利益と公表することによる不利益を比較衡量し，その公表が正当な
目的のための相当な手段といえるかを判断すべき」であり,「方法・態様
の相当性を検討する際には，手続保障の精神も尊重されなければならない」
として
(18)
，判断基準としての「真実性・相当性の法理」を明確に排除したも
のが現れた。そして，当該基準は「比較衡量の法理」と呼ばれ
(19)
，Ｏ157集
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団食中毒公表事件以降には，このように行政による公表の違法性を考慮事
項の総合的判断によってするという立場がある程度固まりつつあると指摘
されている
(20)
。当該基準によれば，行政による公表が，公共の利害に関し，
公益目的で行なわれ，かつ，公表内容に真実性・相当性が存在する場合で
あっても，公表が不必要ないし不相当である場合には，違法性が肯定され
ることになる。そして，これまでの「真実性・相当性の法理」による，公
表内容の真実性・相当性を中心にした判断基準と異なり，加害活動と被侵
害法益との価値の比較，代替手段との比較，手続保障を考慮要素として総
合的に判断するものと解され
(21)
，その他一般の行政活動に対する国賠法１条
１項上の違法性判断の議論に近しいものとなっていることが注目される
(22)
。
このような行政による公表の違法性の判断基準に関する裁判例の流れの
中で，本判決は,「本件公表の違法性を検討するに当たっては，その目的
の正当性，必要性，時期及び内容の相当性に照らして検討する必要がある
……｡」として，これまでの「情報提供を目的とした公表」の裁判例にお
いて示された「比較衡量の法理」による違法性の判断基準を制裁的公表に
用いたと思われる点が注目される。このように，制裁的公表の違法性判断
につき,「情報提供を目的とした公表」に関わる従前の裁判例で示された
「比較衡量の法理」の判断基準を用いる点について見れば，第１に，行政
による公表という行為の目的については，情報提供を目的とするか，ある
いは制裁を目的とするかといった公表の目的を明確に区分することは困難
であり，本件のように両方の目的が重層的に存在することもあり得ること
(23)
，
第２に，行政による公表の結果については，その目的が情報提供であるか，
制裁であるかの別を問わず，公表される者に対する名誉侵害の予見可能性
が在り，これに対して可能な限り損害を回避すべきと解されることから，
職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と公表し，他人の名
誉を不当に侵害してはならないことは同様であること，の２点が挙げられ
る。そのため，本判決で用いられたように，制裁的公表の違法性判断につ
き,「情報提供を目的とした公表」と同様に「比較衡量の法理」の判断基
準が用いられる可能性は有り得るものと思われる。
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２．本件公表の違法性
次に，本件公表の違法性判断の中身についてみることにしたい。本判決
は，①公表の目的の正当性，②公表の必要性，③公表の時期の相当性，④
公表の内容の相当性，を違法性判断の考慮要素として挙げ，いずれの点に
ついてもその存在を肯定している。
そこで，以下，本判決で挙げられた考慮要素を基にして，それぞれの点
について順次検討する。
（１）公表の目的の正当性
本判決は,「本件温泉施設の操業を停止させ，これにより，温泉排水を
なくすことにより，白川田流域における塩素イオン濃度の上昇を防止する
ことを目的」としていることを挙げて，本件公表が温泉排水の地下浸透処
理を自粛しない原告の不利益な情報を公表するという制裁を目的としてい
ることを認めている。一方で，本判決は,「本件第２調査の結果を地域住
民に公表するという情報公開としての側面があると認めることができる」
とし，本件公表が情報提供を目的としていることも認め，両方の公表目的
が正当であるとした。
水道法が水道事業者に対して水道需要者への情報提供義務を定めている
ことに加えて
(24)
，そも情報公開の一環たる「情報提供を目的とした公表」は，
行政の説明責任ないし国民の知る権利に資することから，如何なる内容を
公表し得るかという問題は別として，国民・住民一般に情報を公表しよう
とする目的自体には，正当性が認められるものと解される
(25)
。そのため，本
件において問題となるのは本件公表が温泉排水の地下浸透処理を自粛しな
い原告の不利益な情報を公表する制裁としての目的の正当性である。
この点につき，地方公共団体たる企業団は，水道法の目的たる「清浄に
して豊富低廉な水の供給を図」るために，地下水源とこれらの周辺の清潔
保持並びに水の適正かつ合理的な使用に関し必要な施策を講じなければな
らない責務を負っていたと解される
(26)
。そうであるならば，温泉排水の地下
浸透処理を自粛しない原告の不利益な情報を公表することを通じて，温泉
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施設の操業を停止させ，これにより温泉排水をなくし，地下水流域におけ
る塩素イオン濃度の上昇を防止して，塩素イオン除去のための新たな設備
投資をせずに豊富低廉な水の供給を図る施策についても，当該責務に鑑み
るならば，公表目的に正当性が認められるものと解される
(27)
。
以上により，本件公表につき，その公表目的は正当なものと見ることが
できる。そこで，公表の必要性及び公表時期・内容の相当性の観点から本
件公表の目的達成のための相当な手段であると言えるか否かについて以下
において検討する。
（２）公表の必要性
行政による公表が名誉を侵害する可能性のある場合であっても，裁量的
行政判断により公表する必要性が認められる場合もあると考えられる。但
し，その判断は恣意的なものであってはならず，公表することによる利益
と公表することによる不利益を比較衡量し，前者の利益が後者に優越する
と判断された場合に限り，公表する必要性が認められるものと解される
(28)
。
本判決は,「行政指導により，本件温泉施設の操業を停止させるために
は，本件公表を行い，世論の支持を受ける必要があった」ことを挙げ，本
件公表に必要性があったとした。
制裁的公表は，世論の社会的制裁を期待して行われる行為であり，公表
される者の社会的評価を低下させる作用を有することは明らかである。よ
って，公表することによる不利益として，公表される者の名誉が侵害され
ることは間違いなく，そのため安易な公表は控えるべきと思われる。しか
しながら，一方では，本件で問題となった白川田流域は企業団の上水道の
主要な水源を担い，当該流域は水道事業者たる企業団にとっては事業遂行
上の重要性が高く，塩素イオンが水道水質基準（以下,「基準」という｡）
を超える場合には
(29)
，水道水として供給することが困難となる。そのため，
公表の目的を達成するために，公表によって世論を喚起することにより，
温泉排水を停止させることができるのであれば，公表することによる利益
は大きなものであったと解される。
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以上により，本件公表は，公表することによる利益と公表することによ
る不利益を比較衡量し，前者の利益が後者に優越すると判断することが可
能であり，公表する必要性が認められるものと解される。
（３）公表の時期の相当性
公表を行なう場合には，その公表の目的に照らし，適切な時期でなけれ
ばならず，時期尚早ないし時期を逸した公表は，公表時期の相当性を欠く
ものと評価されると思われる。
本判決は,「地下水の塩素イオン濃度を低減させることは極めて困難で
あり，浄水場での通常の浄水処理では塩素イオンを除去することはできず，
塩素イオンを除去するためには逆浸透膜処理をする必要があり，そのため
に高額の設備投資を要すこと」と,「公表の必要性」から,「速やかな対応
が求められたというべきであるから，本件公表の時期も相当というべきで
ある｡」とし，公表時期の相当性を認めた。
塩素イオンは，自然水中にも存在するが，汚水等の混入によって濃度が
増大するため，汚水等による汚染を疑わせる指標となっている
(30)
。しかしな
がら，塩素イオンに関わる基準は,「生活利用上あるいは水道施設の管理
上障害が生ずるおそれのない水準」の観点から設定されたものである
(31)
。す
なわち，水道法に基づく基準が定める200mg/ l以下は，健康影響に関す
るというよりも主に味覚の点から定められたものである
(32)
。そのため，当該
基準を超える塩素イオンの摂取が，直ちに重大な健康被害を発生するもの
ではないと解されることから，この観点からは，本件公表の緊急性は存在
せず，公表時期の相当性は存在しないものと思われる。
しかしながら，水道事業者が，実際に水道原水を水道水として供給しよ
うとするならば，それを基準に適合させねばならず，含有される塩素イオ
ンを当該基準以下にしなければならない。そのため，塩素イオンは通常の
浄水方法では除去できないことから，水道事業者たる企業団は塩素イオン
を除去するために水道施設の拡充によって多額の設備投資が必要になり，
新たな経済的負担を強いられる。その結果として，水道需要者たる宮古島
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住民に費用負担を求めることになりかねず，豊富低廉な水道水の供給とい
う水道法の目的にも抵触する虞がある。そのため，公表の目的に照らし，
このようなことが無いように，本件温泉施設が温泉排水の地下浸透処理を
自粛するのをただ待つだけではなく，速やかに停止させる緊急性があった
ものと思われる。また，本件公表に際し，手続保障の尊重の観点からする
と，弁明・聴聞の機会付与等の事前手続が実施されなかった点が問題視で
きると思われるが，先に述べたように本件温泉施設よりの温泉排水の地下
浸透処理を速やかに停止させる緊急性があることから，手続保障の要請は
後退するものと解される
(33)
。
以上により，本件公表は適時に行われたものと解され，公表時期の相当
性があったものと解される。
（４）公表の内容の相当性
本判決は，本件公表が「本件第２調査の結果に基づくものであり，同調
査結果は……本件公表事実を真実と信ずるについて相当の根拠となりうる
ものである｡」とし，公表の内容の相当性を認めた。
ところで，公表された内容が，真実あるいは真実と考えるに相当な内容
でなければならないことは，名誉毀損が問題となった民事上の判例で用い
られてきた「真実性・相当性の法理」において中心的な問題となってきた
ものである。そして,「比較衡量の法理」の場合も，真実性・相当性は違
法性判断の考慮要素として存在しており，これが否定されるときには，行
政による公表は違法と評価されることとなる。そのため，真実性・相当性
の存否は，未だに違法性判断における重要な考慮要素であると言い得る
(34)
。
そして，筆者は専門外であることから，本件センターによる調査結果が
十分な科学的根拠を有するものであるか否かの事実判断は困難である。し
かしながら，本件公表は，一般論から言うならば，少なくとも水質検査に
関わる専門的機関によって示された本件第２調査の報告に基づくものであ
ることから，公表時における真実と信ずるについて相当の合理的な根拠と
なり得るものであり，公表内容に相当性があるものと解することは可能で
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あると思われる
(35)
。
３．本判決の妥当性と評価
以上の検討により，本判決で示された違法性判断の考慮要素を前提にし
た場合において，本件公表は，公表目的が正当であり，公表の必要性及び
公表時期・内容の相当性の観点から目的達成のための相当な手段であると
言い得ることから適法であると解される。よって，本判決は妥当なものと
解され，被告は本件公表の違法性により公権力行使責任を負わないものと
思われる。
ところで，制裁的公表は，名誉を大切にする者に対する抑止効果や導入
の簡便性などにより，今後より多くの行政分野において広く導入・実施さ
れることは疑いないことや
(36)
，さらには，高度情報社会の到来や行政による
ホームページの活用により公表される者への不利益的作用は増す可能性が
あることから
(37)
，本件の様に，制裁的公表の違法性に起因する公権力行使責
任による損害賠償を求められる訴訟が多く提起されることが予想される。
よって，本判決の射程としては，行政による公表の中でも制裁的公表によ
る名誉毀損の事案に局限せられるものと思われるが，本判決はこれらに用
いられる違法性の判断基準を示した先例的価値を有し，今後の実務上参考
と成り得ると評価できる裁判例であると解される。
なお，行政による公表の違法性の判断基準として「比較衡量の法理」を
用いることについて，及び当該判断基準で挙げられる考慮要素についての
整理・検討については，紙幅の都合上割愛し，今後の検討課題としたい
(38)
。
本稿作成にあたり，資料収集に関し，宮古島市の担当者のご協力を得た。
この場を借りて謝意を表したい。
注
(１) 行政上の制裁の概念については，直接の名あて人に義務を課したり，
その権利を制限するものに限定する考え方や，義務違反を理由とせずに
行われる不利益な措置を制裁には含めないとする考え方もある (制裁概
地方公共団体が，地下水の塩素イオン濃度が急激に上昇したのは…… 375
念の多義性については，宇賀克也「行政制裁」ジュリ1228号 (2002) 50
頁以下参照｡)。このように，行政上の制裁の範囲は，その定義如何によ
るところであるが，本稿においては，日常的に用いられる制裁の語の意
味と同様に，社会的規範に背いた名あて人を非難し懲らしめることを直
接の目的とするものとして，この「制裁」という語を広い意味で用いる
ことにしたい。
(２) 行政上の公表活動は多岐に渡っており，その目的別に，①不正・不当
な行為の事前防止 (例としては，政治資金の公表など)，②行政の透明
化・オープン化 (例としては，監査結果の公表など)，③公的な認知
(例としては，PFI事業の実施方針の公表など)，④被害の拡大防止・警
告 (例としては，悪徳リフォーム業者名の公表など)，⑤住民参加の前
提 (例としては，パブリック・コメントを求める際の公表など)，⑥行
政機関の関係の公正性・オープン化 (例としては，都道府県知事が行な
う市町村の適正規模の勧告の公表など)，⑦義務履行の手段 (例として
は，指定物資の販売価格を標準価格以下とするようにとの指示に正当な
理由なく従わなかった場合にその旨の公表など)，⑧行政指導の実効性
確保など義務履行以外を目的とした手段 (例としては，土地の利用目的
の変更の勧告に従わない場合に行なわれる勧告内容などの公表など)，
と８つに分類することができる (当該分類については，平谷英明「｢公
表」についての一考察」地方自治695号 (2005) 111～112頁を参考とし
た｡)。よって，本稿で言うところの制裁的公表とは，前記⑦及び⑧の目
的の公表を指すものである。
(３) 制裁的公表の導入の例としては，法律上の制度につき，国民生活安定
緊急措置法６条３項，石油需給適正化法６条４項，国土利用計画法26条
などに存在する。条例上の制度につき，行政手続条例，景観条例，消費
者保護条例，公害防止条例などに存在する。これら以外に法律・条例に
基づかない例としては，要綱に従わない者への是正勧告に従わない者の
氏名公表などが存在する。そして，実際に公表が実施された近時の例と
しては，厚生労働省が平成21年３月27日に発表した「障害者の雇用の促
進等に関する法律第47条の規定に基づく企業名の公表について」を参照
のこと。なお，その他の制裁的公表の導入・実施の例ついては，拙稿
「行政による制裁的公表の法的問題に関する一考察」東海法学40号
(2008) 76・95～97頁を参照のこと。
(４) 制裁的公表に関わる法的問題に対する主要な先行研究としては，阿部
泰隆『行政法解釈学Ⅰ』(有斐閣，2008) 598頁以下，川神裕「法律の留
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保」藤山雅行編『新・裁判実務大系25行政争訟』(青林書院，2004) ３
頁以下，北村喜宣『行政法の実効性確保』(有斐閣，2008) 73頁以下の
それぞれを参照のこと。なお，拙稿「行政による制裁的公表の法的問題
に関する一考察｣・前掲注(３)75頁以下も参照のこと。
(５) 本稿は，違法な公権力の行使に起因する国賠法１条１項上の賠償責任
のことを「公権力行使責任」と呼ぶ。これは，芝池義一『行政救済法講
義』(有斐閣，第３版，2006) 227頁の用語法に倣ったものである。
(６) 例えば，大阪地判平成14年３月15日判タ1104号86頁〔114・133頁〕は，
大阪府堺市で発生したＯ157集団食中毒にかかわる厚生相の公表の事案
につき,「本件各報告は，原告が違法行為を行ったと断定しているわけ
でもなく，その公表も原告に制裁を課することを目的としているわけで
もないし，また，例えば出荷の停止，販売品の回収等を求めるといった
一定の行政目的に基づいて行われているわけでもない」とする一方で，
当該公表を「情報公開それ自体が主な目的であったと認められる｡」と
する。なお，本稿で扱う「情報提供」とは，文字どおり一般的な意味で
の「情報の提供」を意味するが，講学上，情報公開制度の枠組みにおい
ては，市民の側からの開示請求権の行使を待たずに，また行政の側から
法令上の作為義務に基づかずに，一定の情報が提供される行為とするこ
とができる (情報公開制度体系に関しては，宇賀克也『新・情報公開法
の逐条解説』(有斐閣，第４版，2008）２頁を参照のこと｡)。なお，
Ｏ157集団食中毒公表事件の当時におけるカイワレ生産業者が受けた風
評被害の状況等については，朝日新聞平成８年８月10日夕刊13頁を参照
のこと。
(７) なお，過去に，私人間における制裁を目的とした公表による名誉毀損
の違法性が訴訟で取り扱われたことがあった。東京地判平成11年12月24
日判時1712号159頁は，公表という措置そのものがもつ制裁的効果はあ
るとしても，管理費を滞納している会員の氏名，滞納事実や期間などに
ついて，立看板を設置して公表したとしても，看板設置に至るまでの経
緯，その文言，内容，設置状況，設置の動機，目的，設置する際にとら
れた手続等に照らし，滞納者らの名誉を害する不法行為に当たらないと
した事案である。当該裁判例は，私人間における事案であるが，制裁を
目的とした公表が訴訟上で取り扱われたこと，加えて，その名誉毀損の
違法を考慮要素の総合的判断によって行っていることから，行政による
公表の違法の判断基準を検討するに当たっても，参考に成り得るものと
思われる。
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(８) 国賠法１条１項上の「公権力の行使」概念に対し，判例は広義説に立
つものと解される。例えば，事前相談形式の行政指導の事案につき，京
都地判昭和47年７月14日判時691号57頁，国有林野の管理行為の事案に
つき，東京高判昭和56年11月13日判時1028号45頁，公立学校における教
師の教育活動の事案につき，最判昭和62年２月６日判時1232号100頁の
それぞれが存在する。また，広義説に立つ学説としては，雄川一郎『行
政争訟の理論』(有斐閣，1986) 343～344頁，古崎慶長『国家賠償法』
(有斐閣，1971) 101～103頁，塩野宏『行政法Ⅱ』(有斐閣，第４版，
2005) 277頁，宮田三郎『国家責任法』(信山社，2000) 51～52頁のそれ
ぞれを参照のこと。
(９) 行政による公表を国賠法１条１項上の違法性の問題として検討する裁
判例としては，大阪府堺市で発生したＯ157集団食中毒にかかわる厚生
相による公表の事案につき，大阪地判平成14年３月15日・前掲注(６)参
照。
(10) ｢在宅投票制度廃止事件」最判昭和60年11月21日民集39巻７号1512頁
〔1515頁]。
(11) 最判平成11年１月21日判時1675号48頁〔50頁]。
(12) 行政活動一般の違法性判断に職務行為基準説を用いる裁判例につき，
東京地判平成元年３月29日判時1315号42頁,「奈良民商事件」最判平成
５年３月11日民集47巻４号2863頁，最判平成11年１月21日判時1675号48
頁，最判平成18年４月20日裁時1410号８頁のそれぞれの裁判例を参照の
こと。
(13) なお，国賠法１条１項の違法性判断につき，非権力事実行為を職務行
為基準説によって判断することについては，拙稿「判批」東海法学42号
(2009) 73～77頁を参照のこと。
(14) 職務行為基準説は尽くすべき注意義務の程度を問題とするものであっ
て，なんらかの義務違反を責任要件とする「義務違反的構成」と対置さ
れる場合がある (芝池・前掲注(５)244～246・248頁の注(７)参照｡)。
しかしながら，学説上，これらは明確に区分されているわけではない
(この点につき，宇賀克也『国家補償法』(有斐閣，1997) 54頁以下，塩
野・前掲注(８)282頁以下，藤田宙靖『行政法Ⅰ (総論)』(青林書院，
第４版改訂版，2005) 499頁以下のそれぞれを参照のこと｡)。
(15) ｢署名狂やら殺人前科事件」最判昭和41年６月23日民集20巻５号1118
頁〔1119頁]。なお，五十嵐清『人格権法概説』(有斐閣，2003) 48頁は，
当該判例を「不動の判例」と評している。
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(16) 行政による公表の違法性判断につき,「真実性・相当性の法理」を適
用した裁判例として，例えば，東京地判昭和54年３月12日判時919号23
頁は，洗剤不足を契機に発生した，いわゆる洗剤パニックの原因が業界
の生産制限，出荷操作にあると指摘した東京都の調査報告書の公表の事
案につき,「真実性・相当性の法理」によって，東京都による名誉毀損
について判断した。東京高判昭和59年６月28日判時1121号26頁〔32頁〕
は，税務職員が租税犯罪の一般予防などの目的のために脱税の事実を新
聞記者に公表したことによる名誉毀損が争われた事案につき,「名誉毀
損についての違法性阻却の法理は，私人の行為による名誉，信用の毀損
の言動の場合のみならず，……行政上の職務執行に際しての言動につい
ても妥当するもの」とした。東京地判平成５年７月13日判タ835号184頁
〔189頁〕は，警察白書に，北朝鮮工作員の指示を受けてヨーロッパ等
で調査活動に従事した旨を書かれた女性が，名誉毀損として国を訴えた
事案につき,「国民の知る権利（別の言い方をすれば，国家機関の広報
活動）と他の法益との調整原理として，いわゆる真実性，相当性の理論
が適用されると解すべきである｡」とした。
(17) 行政による公表に対して,「真実性・相当性の法理」を適用すること
に批判的ないし疑問を呈する旨の見解としては，阿部泰隆「判批」判自
236号 (2002) 117頁，久保茂樹「判批」自研79巻１号 (2003) 129頁，
鈴木秀美「判批」法時75巻12号（2003）120頁，瀬川信久「判批」判タ
1107号 (2003) 72頁，松井茂紀「名誉毀損判決の動向」判タ598号
(1986) 125頁，山田卓生「行政当局による公表と名誉毀損」ジュリ789
号 (1983) 84頁のそれぞれを参照のこと。
(18) 大阪地判平成14年３月15日・前掲注(６)〔114・116頁]。
(19) 瀬川・前掲注(17)72頁は，当該違法性の判断枠組みを「比較衡量の法
理」と呼称する。なお，これまでの裁判例において示されてきた,「比
較衡量の法理」による違法性判断の考慮要素としては，①大阪地判平成
14年３月15日・前掲注(６)は，公表の目的の正当性，公表内容の性質，
公表内容の真実性，公表方法・態様，公表の必要性と緊急性を挙げてい
る。先の裁判例①の控訴審である，②大阪高判平成16年２月19日訟月53
巻２号541頁は，公表の目的の正当性，公表内容の性質，公表内容の真
実性，公表方法・態様，公表の必要性と緊急性，を挙げている。③東京
地判平成13年５月30日判時1762号６頁は，公表行為が法律の趣旨に沿っ
た行為か，公表の必要性ないし合理性，公表方法の相当性，を挙げてい
る。先の裁判例③の控訴審である，④東京高判平成15年５月21日判時
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1835号77頁は，公表の目的，公表の適法性・相当性を，挙げている。⑤
東京高判平成18年６月６日判時1948号100頁は，公表の目的の正当性，
公表の必要性，公表内容の真実性ないし真実と信ずるについて相当な理
由の存在，公表態様ないし手段の正当性，を挙げている。これらの裁判
例で述べられた違法性判断の考慮要素を総覧すると，これらで挙げられ
ている考慮要素に若干の差異が存在することが伺える。そのため，これ
らの整理・検討が必要と思われるが，紙幅の都合上割愛し，今後の検討
課題としたい。
(20) 佃克彦『名誉毀損の法律実務』(弘文堂，第２版，2008) 326頁，吉田
和夫「判批」判時1968号 (2007) 206頁のそれぞれを参照のこと。
(21) 瀬川・前掲注(17)72頁は,「比較衡量の法理」の核心としては，加害
活動と被侵害法益との価値の比較，代替手段との比較，手続保障，を挙
げた上で，同73頁は,「｢比較衡量の法理」によるときは，当該公表の目
的・必要性を広く，公表による不利益を小さく，公表に代わる行政措置
との比較を緩く考えれば，違法性を否定し，それぞれの点で逆に考えれ
ば違法性を肯定することになる」と評価する。
(22) 井上繁規「判批」法曹会編『最高裁判所判例解説民事篇 平成５年度
（上）(１月～３月分)』（法曹会，1993）377～378頁は，国賠法１条１
項上の「違法性の有無は，行政処分の法的要件充足性の有無（取消訴訟
における違法性）のみならず，被侵害利益の種類，性質，侵害行為の態
様及びその原因，行政処分の発動に対する被害者側の関与の有無，程度
並びに損害の程度等の諸般の事情を総合的に判断して決すべき」とする。
国賠法１条１項上の違法性判断をこのように解するならば，非権力的事
実行為の場合には，行政処分に関わる「行政処分の法的要件充足性」な
どについては考慮されることはないが，その他の事情を総合的に判断し
て決するという姿勢は参考になるものと思われる。
(23) 同一の公表行為の中に,「制裁」と「情報提供」の２つの目的が含ま
れる可能性については，拙稿「行政による制裁的公表の法的問題に関す
る一考察｣・前掲注(３)100頁の注(23)を参照のこと。
(24) 水道法24条の２は,「水道事業者は，水道の需要者に対し，厚生労働
省令で定めるところにより，……水質検査の結果その他水道事業に関す
る情報を提供しなければならない｡」として，水道事業者による水道需
要者に対する情報提供義務を定めている。そして，これを受けた水道法
施行規則17条の２第６号は「……臨時の水質検査の結果｣，同７号は
「災害，水質事故等の非常時における水道の危機管理に関する事項」を
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それぞれ挙げている。
(25) 宇賀克也『行政法概説Ⅰ』(有斐閣，第３版，2009) 173頁は,「今日
では，民主主義国家においては，行政情報は，原則として国民の共有財
産であって，個人のプライバシーや企業の営業秘密を漏洩したり，国家
安全保障や公共の安全を侵害したりするような例外的場合を除いて，国
民に対して公開されるべきと考えられるようになった｡」とする。そし
て，そうであるならば，本件のように，地方公共団たる企業団が水道需
要者たる住民に対し，水道事業に関わる行政情報を公開しようとする目
的に対しては，住民に対する情報公開の一環として，正当性を有するも
のと見ることができると解される。
(26) 水道法１条は，水道法の直接の目的を「清浄にして豊富低廉な水の供
給を図」ることであるとし，それを受けた同２条１項が「国及び地方公
共団体は，水道が国民の日営生活に直結し，その健康を守るために欠く
ことのできないものであり，かつ，水が貴重な資源であることにかんが
み，水源及び水道施設並びにこれらの周辺の清潔保持並びに水の適正か
つ合理的な使用に関し必要な施策を講じなければならない｡」とする。
なお，ここで挙げた各条項の法解釈については，水道法制研究会『水道
法逐条解説』(日本水道協会，新訂，2003) 71～76頁以下を参照のこと。
(27) 塩素イオン除去のための新たな設備投資をせずに豊富低廉な水の供給
を図ることについては，以下で述べる「公表の時期の相当性」も参照の
こと。
(28) いわゆる「行政機関情報公開法」と呼ばれる，行政機関の保有する情
報の公開に関する法律７条は,「行政機関の長は，開示請求に係る行政
文書に不開示情報が記録されている場合であっても，公益上特に必要が
あると認めるときは，開示請求者に対し，当該行政文書を開示すること
ができる｡」として，行政機関の長の高度な行政的判断により裁量的開
示を行うことが可能である旨を規定している。当該規定は，情報開示に
関するもので，情報提供に関わるものではない。しかしながら，通常は
公開すべきではないと思われる情報であっても,「公益上特に必要があ
ると認めるとき」は，行政の裁量的判断によって公開することを法的に
認める姿勢を示すものであり，その判断に「必要性」を考慮要素とする
点は，情報提供を目的とする公表だけではなく，制裁としての目的を含
む公表の場合であっても参考と成り得るものと思われる。なお，当該規
定については，宇賀・前掲注(６)『新・情報公開法の逐条解説』96～98
頁を参照のこと。
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(29) 塩素イオンに関する水道水質基準については，水道法４条２項の
「……基準に関して必要な事項は，厚生労働省令で定める｡」の規定に
基づいて制定された,「水質基準に関する省令」(平成15年厚生労働省令
第101号) の表に記された三十七の「塩化物イオン」の項目を参照のこ
と。
(30) 厚生省水道環境部水道法研究会編『改訂 水道法逐条解説』(日本水道
協会，三版，1996）131頁参照。
(31) ｢水道水質に関する基準の制定について」(平成４年12月21日衛水第
264号水道環境部長通知)。
(32) 日本環境管理学会編『水道水質基準ガイドブック』(丸善株式会社，
改訂４版，2009）115頁参照。また，厚生省水道環境部水道法研究会編
・前掲注(30)131頁は，塩素イオンの「基準値は，一般の人が塩味を感
じない程度のレベルとして定められている｡」とする。
(33) 制裁的公表を実施するに際し，公表される者に対する手続保障の要請
の問題については，拙稿「行政による制裁的公表の法的問題に関する一
考察｣・前掲注(３)86～87・107～109頁を参照のこと。
(34) 瀬川・前掲注(17)72頁は,「比較衡量の法理」によった結果，公表し
た事実の真実性を，合理性と妥当性を判断する前提に落としている，と
指摘する。
(35) 本件センターの事業目的につき，財団法人沖縄県環境科学センター寄
附行為４条は,「水道法に基づく検査等に関すること｡」を挙げている。
(36) 我が国において，制裁的公表が導入・実施されるに至った理由につき，
拙稿「行政による制裁的公表の法的問題に関する一考察｣・前掲注(３)
77頁を参照のこと。また，制裁的公表が導入・実施されている例として
は，前掲注(３)を参照のこと。なお，米国においても行政による「情報
提供・警告」(Information and Warning) ないし「制裁」(Sanction) と
しての「不利な公表」(Adverse Publicity) が用いられることがあり，
本件で問題となったような公表される者にとって不利となる公表制度が
導入・実施されていることは，我が国に限ったことではない。そのため，
我が国における制裁的公表に対する法的研究を深める上では，比較法的
研究が参考になるものと思われるが，今後の検討課題としたい。なお，
米国における先行研究としては，Ernest Gellhorn, Adverse Publicity By
Administrative Agencies, 86 HARV. L. REV. 1380 (1973) を参照のこと。
(37) 行政による公表と高度情報社会との関係については，青山武憲「カイ
ワレ大根訴訟と高度情報社会」法令ニュース37巻３号 (2002) 25頁，ま
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た，行政によるホームページ上の公表との関係については，吉田・前掲
注(20)206～207頁のそれぞれを参照のこと。
(38) 前掲注(19)で挙げた裁判例以外にも制裁的公表の違法性判断の考慮要
素を考える上で参考となると思われるものとしては，川神・前掲注(４)
18～17頁は, ｢国家賠償法上の違法性に関する一般的判断基準によれば，
その公表が，当該事案における諸般の事情の下で，職務上通常尽くすべ
き注意義務を尽くすことなく，不必要又は不相当に他人の名誉・信用や
経済的利益を侵害したといえるかによって判断されるべきものである｡｣
とする。また，情報提供を目的とした公表を問題とした文脈において述
べられたものであるが，阿部・前掲注(17)「判批」117頁は，行政によ
る公表の違法性判断につき,「行政処分の場合と同様に，その目的，時
期，方法，被害者と加害者の利害調整などの論点を合理的に処理したか
どうかが基準となるべきものである」とする。消費者事故情報公表の法
的論点に関する研究会「消費者事故情報公表の法的論点の整理」(平成
21年９月28日) ９頁は,「公表の必要性，公表方法・態様の相当性，公
表内容の正確性などを欠く場合には賠償責任を負うと判断される可能性
があるものと考えられる。具体的には，公表によって得られる利益（公
益）と公表によって失われる利益（私益）との比較衡量や，公表の目的
を達成するために不要な情報を公表していないか等の観点から判断され
ることとなると考えられる｡」とする。関哲夫『新訂 自治体紛争の予防
と解決』(勁草書房，1986) 175頁は,「今後，①行政機関の種別，②広
報を行なうについての法令上の根拠の有無，③広報の内容 (とくに警告
的機能を有するものかどうか)，④広報を行うべき必要性，緊急性の程
度 (とくに広報をしなかった場合に住民の受ける危険・被害の可能性と
の比較で)，⑤相手方の地位，等の各要素の相関関係において，如何な
る点まで免責されるかの具体的基準の定立に向けて，判例の集積が期待
される｡」とする。森淳子「判批」ひろば57巻５号 (2004) 76頁は,「①
公表内容の合理性，②公表行為の目的，③公表によって得られる利益な
いし公表の必要性，④公表によって予想される利益侵害の内容，⑤公表
方法の相当性などが考慮の対象となると解される｡」とした上で，同78
頁は,「公務員が職務としてした公表行為に関する違法性判断において
は，それが公益を図る目的でされたものであり，公表された内容に誤り
がない場合には，公表方法が甚だしく不当でない限り……，職務上の法
的義務を違反とならないと解される｡」とする。
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